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	 11	 防衛力の強化と経済の関係

1	 Roll-on-Roll-off船。一般に、貨物を積んだ車両が自走して乗り込み、そのまま運搬できる船を指す。
2	 粒状や粉状の貨物を梱包されないままの状態で運搬できる船を指す。

まず、防衛力の強化は、必要十分な防衛力を備えるこ
とで、侵攻を未然に抑止し、国民生活の大前提となるわ
が国の平和と独立を守るためのものである。経済の成長
にはこうした安定した安全保障環境の存在が不可欠であ
り、防衛力の強化を通じてわが国の経済が成長できる環
境を作ることが重要である。
わが国の防衛産業は、プライム企業のほか、中小企業

を中心とした広範多重なサプライヤーがその下に存在す
る裾野の広い産業構造であり、また、防衛予算の約8割
から9割は国内向け支出である。例えば、戦車や戦闘機
は1,000社以上、護衛艦は8,000社以上の事業者が、各
種部品の製造や組立てなどに携わっているとも指摘され
ている。防衛費の増額により、防衛産業の受注も大幅に
増えたことに加え、企業努力を評価し、企業の適正な利
益を算定する仕組みの導入などによる防衛生産基盤の強
化は、関連産業も含めて雇用創出などの経済波及効果や
地域経済の活性化、さらには民間部門への技術的な波及
効果があると考えられる。
民間部門への技術的な波及効果については、今や最先

端の科学技術は加速度的に進展し、民生用の技術と安全
保障用の技術の区別は極めて困難となっている。そうし
たなか、一般論として、防衛費の増額は需要の増加につ
ながるとともに、防衛装備品の研究開発により、必要な
装備品の取得だけでなく、その先端技術を民生分野に転

用することで、様々な製品やサービスの創出へと波及す
ることが見込まれる。例えばインターネット、電子レン
ジ、全地球測位システムなどは今や我々の生活に不可欠
なものであるが、これらはもともと軍事目的で開発され
た成果が民生用途にスピンオフされたものである。また、
わが国のF-2戦闘機の開発で得られた技術は医療をはじ
めとしたいくつかの分野の民生技術に応用されている。
このように、防衛産業は国民の命を守ることに直接貢
献する高い公共性を有することに加え、民生分野への波
及効果を通じてわが国の経済成長に寄与するものであ
る。
こうしたことも踏まえ、政府としては、日本成長戦略
会議において、防衛産業を「危機管理投資」、「成長投資」
の戦略分野の一つとして位置づけている。2026年2月
には、防衛産業分野の検討を進めるため、防衛大臣と経
済産業大臣を共同座長とする防衛産業ワーキンググルー
プが立ち上げられた。今後、経済産業省をはじめとした
関係省庁と緊密に連携し、増産要請に対応できる能力の
構築に向けた投資促進や企業の参入促進による生産基盤
の強化のほか、特に防衛上必要である分野の国立研究開
発法人・大学などへのセキュアな防衛研究基盤の整備や
デュアルユース技術の研究促進などによる技術基盤の強
化に取り組んでいく。

	 22	 その他わが国全体に波及する取組
このほか、総合的な防衛体制の強化の一環として行っ

ている公共インフラ整備の取組も、民間の航空機や船舶
などの利便性向上につながっている。例えば、空港であ
れば、地域の玄関口となる空港の受入環境整備により、
今後の航空需要の回復・増大に対応できるほか、空港の
防災・減災対策の推進、滑走路端安全区域の整備などに
より、航空の安全・安心を確保できることとなる。また、

港湾であれば、岸壁、航路、防波堤などの港湾施設の整
備により、フェリー・RORO船1、バルク貨物船2などの
大型化や貨物需要の増大への対応、大型クルーズ船など
の受入環境の整備、船舶の航行安全の確保、災害時の港
湾機能の確保などを図ることができるようになる。さら
に、自衛隊などがこれらの施設を利用できるようになる
ことで、災害などが発生した場合の効果的な対応にもつ

508日本の防衛

第4節防衛生産・技術基盤とイノベーション

第
2
章

防
衛
生
産
・
技
術
基
盤
の
維
持
・
強
化
に
向
け
た
基
本
的
な
考
え
方

第
Ⅳ
部

防衛2026_4-2.indd   508防衛2026_4-2.indd   508 2026/07/09   14:40:082026/07/09   14:40:08



ながることとなる。
また、今日の複雑な国際情勢のもとでは力による一方

的な現状変更の試みはサイバー空間まで及んでおり、サ
イバー攻撃による重要インフラの機能停止などは国家を
背景とした形でも平素から行われている。こうしたサイ
バー脅威がわが国の国民生活や経済活動などに深刻かつ

致命的な影響を及ぼすおそれを踏まえると、経済社会の
活力向上・持続的発展や国民が安全で安心して暮らせる
社会の実現のためには、深刻化するサイバー脅威に対す
る防御・抑止などが不可欠である。そのためサイバーセ
キュリティへの投資は、国民の生活やわが国の経済のた
めに極めて重要な取組であるといえる。
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